
平成24年 11月 8日 

                                                    行 政 刷 新 会 議 

 

 

行政事業レビューシート最終公表後の点検について（案） 

 

 

１ 平成24年の行政事業レビューについては、９月中に各府省においてレビュー

シート等の最終公表が行われたところである。 

 

２ これを踏まえ、「平成24年における行政事業レビューについて」（平成24年

３月９日第 26 回行政刷新会議）に基づき、各府省の点検が十分なものとなっ

ているか、点検結果が的確に概算要求に反映されているか等について、「行政

事業レビュー公開プロセスの議論における横断的な事業見直しの視点」（平成

24年８月７日第28回行政刷新会議）を活用しつつ、チェックを行った。 

 

３ その結果、更に見直しの余地があると考えられる事例として、別紙に例示す

るような57事業があった。このような事例の存在を放置すれば、「各府省にお

ける政策効果の高い事業の立案、効率的な予算の執行等を不断に進めるととも

に、国の行政に関する国民への説明責任と透明性を確保する」という行政事業

レビューの意義を損なうおそれがある。 

 

４ このため、これらの事業については、関係府省・部局、財政当局において、

平成 25 年度予算編成過程の中で、広く国民に対する説明責任を果たしつつ、

適切な対応を行うことを求める。 

 

５ また、行政事業レビュー対象事業のうち、 

・ 政府の最優先課題であり、国民の関心が高い復興関連事業 

・ 今後の成長分野と見込まれ、日本再生戦略の重点分野であるグリーン、ラ

イフ、農林漁業にかかる事業 

・ 国の一般歳出の過半を占める重要分野であるとともに、今後さらなる増加

が見込まれる社会保障分野 

に関しては、公開の場で取り上げる必要性が高い事業について、別途「新仕分

け」により、公開の場で外部の有識者が参加して、事業を効率的・効果的に実

施する観点から前向きな議論を行う。 
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内閣府 
事業名等 

(平成24年行政事業 

 レビュー事業番号）

地域再生の推進のための施設整備に必要な経費（048） 

指摘内容 本事業については、平成22年内閣府行政事業レビュー公開プロセ

スにおいて、「一括交付金化など地域主権改革の推進の議論の進展

も見つつ、廃止を含め抜本的な見直しを行う必要。」との取りまと

めがなされているが、平成23年度予算額を減額したことをもって対

応済みであるとして、事業の在り方についての十分な見直しが行わ

れていない。 

平成23年度からは地域自主戦略交付金の創設等も行われている

ところであり、平成22年公開プロセスの取りまとめコメントを踏ま

えた事業の抜本的な見直しを進める必要がある。 

参 考 

（関連する事業仕分

けの結果等） 

 

○平成22年内閣府行政事業レビュー公開プロセス 

地域再生の推進のための施設整備に必要な経費 

・評価結果：廃止を含め抜本的な見直しを行う。 

・取りまとめコメント 

効果の検証を行うとともに、一括交付金化など地域主権改革の推

進の議論の進展も見つつ、廃止を含め抜本的な見直しを行う必要。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙）
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事業名等 

(平成24年行政事業 

 レビュー事業番号）

総合特区の推進調整に必要な経費（052） 

指摘内容 平成22年11月に実施された事業仕分け第３弾において、平成23年

度予算として概算要求された820億円について積算根拠が曖昧であ

るとの指摘があり、「予算計上は見送り」との評価結果が出された。

この仕分け結果を踏まえ、積算根拠の見直しを行い、平成23年度

予算額を151億円と決定した。そのうち27億円について平成23年度

中に使途を確定し、内閣府から各省へ予算が移し替えられたが、平

成23年度中の執行実績はなかった。 

平成24年度は約138億円を計上しているが、11月８日現在、各省

への配分額は約11億円にとどまっている。 

 平成25年度は、151億円を概算要求しているが、これまでの執行

状況を踏まえ、要求規模の適正さについて、改めて十分な検証が必

要である。 

参 考 

（関連する事業仕分

けの結果等） 

 

○事業仕分け第３弾 Ａ-19  

総合特区推進調整費 

・評価結果：来年度の予算計上は見送り 

・取りまとめコメント 

総合特区の推進はしっかりと進めていく。そのために必要な財政

措置は進めていく。そのことについて異論はない。しかしながら今

日説明を受けた予算の計上は認められないということが結論。 

いくら積んでおくことが必要なのか、説明できるような形にして

いただけない限りは、総合特区が重要だとしても認めることはでき

ない。しっかりと説明できるようにしていただく。それがない限り

見送りという結論とする。 

 

 

 

 



○概ね５ヶ年を期間とした地方公共団体作成の地域再生計
画に基づき、省庁の所管を超えて一体的に整備します。

○分野ごとに一体的に取組むことで、重複投資や効果発現
時期の不一致等による無駄を排除します。

○計画事業について、事業間の予算の融通や年度間の事業
量の変更が可能です。

内
閣
府

交付金

地方公共団体
（都道府県・市町村）

○地域再生基盤強化交付金は、「地域再生法」に基づく地
方公共団体作成の「地域再生計画」に対する特別措置の
１つであり、社会経済情勢の変化に対応して、地域が行
う自主的かつ自立的な取組による地域再生を総合的かつ
効果的に推進するための施策です。（平成17年度創設）

○重点要求分野
・「日本再生戦略」について（H24.7.31 閣議決定）
２.「共創の国」への具体的な取組
（２） 分厚い中間層の復活
③ 持続可能で活力ある国土・地域の形成

〔国土・地域活力戦略〕
○平成２５年度要求額（６４１億円）の内訳

地域再生基盤強化交付金（内閣府地域活性化推進室）
平成２５年度概算要求額 ６４１億円（うち東日本大震災復興特別会計５５億円）(前年度6１９億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○各事業について連携が取れた予算配分が可能となります。
○交付申請に係る事務手続きが、窓口を一本化することで
簡素化され、地方の事務負担が軽減されます。

○年度途中において、地方の裁量により必要な事業に予算
の充当が可能となり、効率的な事業実施につながります。

期待される効果

農林水産省
国土交通省
環境省

移替え

道整備交付金による災害等への対応の例

幹線交通網へのアクセス
道の整備

迂回路としての活用が可
能な道路網の整備

緊急車両の進入円滑化の
ための道路の拡幅

要求枠 （24年度予算 ５５８億円）×０．９ ５０２億円

重点要
求枠

持続可能で活力ある国土・地域の形成に向けて、地
域再生計画に基づく取組を総合的かつ効果的に行う
ために必要な基盤の整備を行います。

８４億円

復旧・
復興枠

「東日本大震災からの復興の基本方針」に基づき、
災害への対応力を高めた基盤の整備を行います。 ５５億円

○地域再生法の規定により、地方公共団体作成の地域再生計
画に基づき、省庁の所管を超える２種類以上の施設の一体
的な整備に対して支援を行います。

○地域再生基盤強化交付金の対象分野
・道（市町村道、広域農道、林道）
・汚水処理施設（公共下水道、集落排水施設、浄化槽）
・港（地方港湾、第一種・第二種漁港）

事業イメージ・具体例

汚水処理施設
整備交付金

浄化槽

集落排水施設

公共下水道

道整備交付金

林道

市町村道

広域農道

対象分野

港整備交付金

第１種・第２種漁港

地方港湾



国
目未定

事業実施主体等

（執行段階で使途を確定）

○目的：総合特区推進調整費は、「新成長戦略」（平成
22年６月18日閣議決定）における２１の国家プ
ロジェクトとして位置づけられた総合特区制度
における財政支援措置の一つとして、総合特区
に関する計画の実現を支援するため、各省の予
算制度を重点的に活用した上でなお不足する場
合に、各省の予算制度での対応が可能となるま
での間、機動的に補完するものです。

○概要：地域の主体的な取組を支援する観点から、目未
定の経費として予算計上した上で、執行段階に
おいて、地域からの提案を踏まえて使途を確定
し、関係府省に移し替えて執行します。

○使途：① 指定された総合特区に関し、各府省において、
提案された規制・制度改革の検討を行う場合。

② 認定された総合特別区域計画に記載された、
目的達成のために必要な事業への支援につい
て、各省の予算制度での対応が可能になるま
での間、機動的に補完する場合。

総合特区推進調整費（内閣府地域活性化推進室）
平成２5年度概算要求額 １５１．０億円（13８．4億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

○国際戦略総合特区においては、拠点形成による国際競
争力の向上、地域活性化総合特区においては地域資源
を最大限活用した地域力の向上が期待されます。

期待される効果

●規制の特例措置、税制・財政・金融上の支援措置を総
合的に実施

●「国と地方の協議会」を通じ、地域ニーズに応じた措置を
累次追加

資金の流れ

我が国の経済成長の
エンジンとなる産業・
機能の集積拠点の形成

地域資源を最大限活用した
地域活性化の取組による
地域力の向上

環境・次世代エネルギー

研究開発

国際港湾

アジア拠点

ﾊﾞｲｵ･ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

農業

国際物流

ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ

防災・減災

医療・介護・健康

教育・子育て

環境・次世代エネルギー

金融・ｿｰｼｬﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ

物流・交通ﾊﾞｲｵﾏｽ

農業・六次産業

観光・文化

①国際戦略総合特区 ② 地域活性化総合特区

※関係府省に移し替えて執行
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